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01 一般会計
06 総務費 (千円)

その他諸経費

政策推進課
4,818

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 4,818

補正

　福井大学敦賀キャンパスにおいて、雨漏りが生じていることから、その修繕費用を施設所
有者として支出します。

　　防水改修費：4,818千円
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

障がい福祉サービス事業所等物価高騰対策事業費

障がい福祉課
1,015

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　物価高騰の影響を受ける障がい福祉サービス事業所等に対し、障がい福祉サービスの安定
した提供を確保するため支援金を交付します。

　　対象期間　令和7年7月1日から令和7年9月30日まで（3か月分）
　　支給対象
　　　訪問系サービス事業所　　　　　23事業所（1施設11,850円）
　　　通所系サービス事業所　　　　　30事業所（定員数×1,440円）
　　　入所系・居住系サービス事業所 　5事業所（定員数×1,800円）

国庫支出金  1,015

介護サービス事業所等物価高騰対策事業費

長寿健康課
4,228

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　物価高騰の影響を受ける介護サービス事業所等に対し、介護サービスの安定した提供を確
保するため支援金を交付します。

　　対象期間　令和7年7月1日から令和7年9月30日まで（3か月分）
　　支給対象
　　　訪問系サービス事業所　　　　　53事業所（1施設11,850円）
　　　通所系サービス事業所　　　　　32事業所（定員数×1,440円）
　　　入所系・居住系サービス事業所　40事業所（定員数×1,800円）

国庫支出金  4,228

私立保育園運営費等補助金

保育課
7,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 3,500

補正

　ＩＣＴツールの活用により、保育の職場環境の整備に取り組んでいる私立保育園等に対し
て、報奨金を交付します。

　　内　　容　ＩＣＴ等活用推進報奨金
　　対象施設　指導計画、保育日誌、成長経過記録健康管理記録等のうち、5つ以上のＩＣＴ
　　　　　　　ツールを導入している私立保育園、幼保連携型認定こども園、地域型保育事
　　　　　　　業所
　　交付金額　1施設当たり500,000円
　　財　　源　県補助金（補助率1/2）

県支出金    3,500

私立保育園等物価高騰対策事業費

保育課
380

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　物価高騰の影響を受ける私立保育園等に対し、経営の安定化を図るため、支援金を交付し
ます。

　　対象期間　　令和7年7月1日から令和7年9月30日まで（3か月分）
　　対象施設　　私立保育園　　　　　　　8園
　　　　　　　　幼保連携型認定こども園　2園
　　　　　　　　地域型保育事業所　　　　3園
　　基準額　　　契約電力　高圧　定員数×420円
　　　　　　　　契約電力　低圧　定員数×350円

国庫支出金  380
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01 一般会計
09 民生費 (千円)

こどもの国リニューアル事業費

児童文化センター
1,279

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 79

補正

　こどもの国のリニューアルにあたり、改修箇所の建材にアスベストが含有されていること
が判明したため、除去作業に係る費用を増額します。 市債 1,200

粟野地区認定こども園整備事業費

保育課
260,000

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　粟野地区の認定こども園建設にあたり、園への取付道路及び敷地造成工事を行います。

　　実施箇所　櫛林地係
　　・取付道路工事　施工延長　L=120m
　　・敷地造成工事　造成工　1式
　　　　　　　　　　調整池　1式
　　　　　　　　　　付帯工　1式

繰入金 260,000

松原地区認定こども園用地整備事業費

保育課
35,343

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　松原地区認定こども園用地について、敷地整備工事のほか、周辺施設利用者の駐車場整備
に係る実施設計を行います。
　　
　　実施箇所　松島地係
　　　支障木伐採・整地工
　　　　支障木伐採・伐根工　1式
　　　　整地工　A=600㎡
　　　擁壁工
　　　　擁壁工　L=20m
　　　　フェンス設置工　L=20m
　　　　付帯工　1式
　　　敷地造成工　A=2,500㎡
　　　駐車場整備実施設計業務委託（3,800㎡） 1式

繰入金 35,343
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01 一般会計
12 衛生費 (千円)

資源化減容化施設補修費

清掃センター
6,358

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 5,087

補正

　令和7年6月に発生した火災により焼損した清掃センターの粗大ごみ処理用ベルトコンベヤ
の修繕を行い、機能を回復します。

　　実施内容
　　　施設修繕料
　　　　破砕物搬送コンベヤフレーム修繕　　1式
　　　  破砕物搬送コンベヤベルト修繕　　　1式

諸収入 1,271
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01 一般会計
18 農林水産業費 (千円)

土地改良区施設維持管理体制整備等補助金

農林水産振興課
1,700

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,700

補正

　敦賀市土地改良区が施設の長寿命化のために実施する木崎第1ポンプ場のオーバーホールに
ついて、支援を行います。

　　事業内容　　水中ポンプのオーバーホール実施に対する支援
　　総事業費　　8,500千円
　　補助金額　　1,700千円（20％）

市行造林保育事業費

農林水産振興課
1,232

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　令和6年度に実施した、刀根及び谷市行造林地間伐工事で搬出した間伐材売払代金について
、刀根生産森林組合及び谷共立合名会社との分収契約に基づき売払額の一部を交付します。 財産収入 1,232

漁家燃油高騰対策事業費

農林水産振興課
6,725

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 321

補正

　漁業経営において大きなウェイトを占める燃料費について、原油価格が高止まりしている
ことから、船舶利用において使用する軽油の価格上昇分の一部を支援します。

　　補助単価　　　　基準単価（H29～R2平均）との差額の1/4
　　補助対象数量　　R7年4月～R8年1月までの購入実績数量
　　委託先　　　　　敦賀市漁業協同組合

国庫支出金  6,404
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01 一般会計
21 商工費 (千円)

まちづくりアクションプログラム推進事業費

まちづくり推進課
1,500

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,500

補正

　敦賀まちづくりアクションプログラムに掲げたプロジェクトであるラーメン街道の復活に
向け、敦賀の文化である敦賀ラーメンの魅力発信及び認知度向上を図ります。
　
　　内　容
　　　市内店舗へのヒアリング調査
　　　チラシの作成(英語版にも対応)
　　　SNS等での情報発信
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01 一般会計
24 土木費 (千円)

木造住宅耐震化促進事業費

住宅政策課
3,944

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,958

補正

　木造住宅耐震化の促進を図る耐震改修費の補助について、申請の増加が見込まれるため補
助金の不足額を増額補正します。

　　木造住宅耐震改修促進事業補助金
　　・昭和56年5月31日以前に着工された一戸建木造住宅で、耐震診断結果の評点が1.0未
　　　満のものを対象に耐震改修工事費を補助
　　　補助額：一般診断法　　　対象工事費の10/10（上限1,750千円）
　　　　　　　伝統耐震診断法　対象工事費の10/10（上限2,375千円）
　　・耐震改修戸数
　　　当初予算　11件　補正予算　3件　　計14件

県支出金    986

空き家等対策事業費

住宅政策課
6,012

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 6,012

補正

　所有者が不明である特定空き家等として認定した空き家等（阿曽）について、空家等対策
の推進に関する特別措置法第22条第10項の規定に基づき、略式代執行（所有者が確知できな
い場合に、措置命令等の手続を行わずに代執行を実施すること）を実施します。
　また、所有者が不明である市内の空き家（港町及び若葉町3丁目）について所有者不明建物
管理命令及び所有者不明土地管理命令の申立て、所有者と連絡がとれない市内の空き家（藤
ケ丘町）で市が利害関係人となるものについて管理不全土地管理命令の申立てを行います。
　さらに、老朽危険空き家等除却支援事業補助金について、申請の増加が見込まれるため補
助金の不足額を増額補正します。（当初予算11件、補正予算10件、計21件）
　

建築物耐風対策支援事業費

住宅政策課
2,868

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,868

補正

　瓦屋根の強風対策の促進を図る瓦屋根診断技士等の派遣や耐風改修費の補助について、申
請の増加が見込まれるため補助金の不足額を増額補正します。

　　瓦屋根診断技士等派遣業務委託料
　　・敦賀市内のＤＩＤ地区に所在する建築物の瓦屋根についての瓦屋根診断技士等
　　　派遣業務委託料等
　　・耐風診断件数
　　　当初予算　6件　補正予算　4件　　計10件
　
　　瓦屋根改修支援補助金
　　・補助対象者
　　　告示基準に適合していない建築物について基準に適合する改修を行う建物所有者等
　　・補助内容　対象工事費の23％（上限552千円）
　　・補助件数
　　　当初予算　1件　補正予算　5件　　計6件
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01 一般会計
30 教育費 (千円)

学校給食物価高騰対策事業費

学校給食センター
27,882

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 4,609

補正

【ふるさと応援基金活用事業】
（給食センター費）
　食材料費が高騰する中で、児童生徒に提供する学校給食の質を維持するため、不足する賄
材料費を補正します。　

　　センター給食校　【小学校 5校】敦賀西、角鹿、中央、中郷、粟野
　　　　　　　　　　【中学校 2校】角鹿、粟野

　　当初予算額　　　193,133,000円
　　決算見込額　　　221,015,000円
　　不足見込額　  　 27,882,000円
　　（※当初予算額、決算見込額は学校給食材料費を含む）

国庫支出金  5,073

繰入金 18,200

給食センター建設事業費

学校教育課
86,735

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　新たな学校給食センターの整備に係る建設工事及び厨房機器工事を実施します。

　　建設工事費及び厨房機器工事費（継続費）
　　　期　間　　令和7～9年度
　　　総　額　  4,000,777千円
　　　年割額　　令和7年度   　86,735千円　　令和8年度　3,472,634千円　
 　　　　　　　 令和9年度　　441,408千円　　

国庫支出金  9,345

市債 12,200

繰入金 65,190

学校給食物価高騰対策事業費

学校教育課
11,401

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,926

補正

【ふるさと応援基金活用事業】
（小学校費）
　食材料費が高騰する中で、児童に提供する学校給食の質を維持するため、不足する賄材料
費を補正します。　

　　自校給食校　【小学校6校】敦賀南、松原、沓見、東浦、粟野南、黒河
　　　　　　　　　
　　当初予算額　　　86,750,000円
　　決算見込額　　　98,151,000円
　　不足見込額　  　11,401,000円
　　（※当初予算額、決算見込額は学校給食運営費内の賄材料費を含む）

国庫支出金  2,075

繰入金 7,400

学校給食物価高騰対策事業費

学校教育課
8,002

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 1,346

補正

【ふるさと応援基金活用事業】
（中学校費）
　食材料費が高騰する中で、生徒に提供する学校給食の質を維持するため、不足する賄材料
費を補正します。　

　　自校給食校　【中学校3校】気比、東浦、松陵
　　　　　　　　　
　　当初予算額　　　67,514,000円
　　決算見込額　　　75,516,000円
　　不足見込額　  　 8,002,000円
　　（※当初予算額、決算見込額は学校給食運営費内の賄材料費を含む）

国庫支出金  1,456

繰入金 5,200
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01 一般会計
30 教育費 (千円)

私立認定こども園物価高騰対策事業費

学校教育課
99

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　物価高騰の影響を受ける私立認定こども園に対し、経営の安定化を図るため、支援金を交
付します。

　　対象期間　令和7年7月1日から令和7年9月30日まで（3か月分）
　　対象施設　幼保連携型認定こども園　1園
　　基準額　　契約電力　高圧　定員数×420円

国庫支出金  99

女子レスリング日本代表合宿開催事業費補助金

スポーツ振興課
2,689

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 2,689

補正

　女子レスリング日本代表の合宿が本市で行われることから、主催する福井県レスリング協
会に費用の一部を助成し、レスリングの競技力向上及び普及を図るとともに、スポーツを通
じた交流人口の拡大を図ります。

　　事業名　女子レスリング日本代表合宿開催事業
　　 (1)事業費　5,378千円（補助率1/2）
　   (2)内　容　練習（一般公開）、ジュニアチーム・地元交流
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01　一般会計（債務負担行為）
(千円)

事業

所属

一般財源 410,752

事業

所属

一般財源 18,480

事業

所属

一般財源 ‐

国庫支出金 155,321

市債 256,000

繰入金 40,644

諸収入 93,984

【債務負担行為】
　新清掃センター建設工事における地中障害物対応に伴う追加費用及び物価高騰に伴う工事費の
増額分について予算計上します。

　　①地中障害物（転石・固い花崗岩床）への対応に伴う追加費用　77,330千円
　　　追加工事内容　全旋回オールケーシング工法による削孔
　　　　　　　　　　削孔本数　ごみピット　88本　灰ピット　111本
　　②物価高騰分（2回目）　468,619千円

　　　債務負担行為
　　　　期　間 　　令和7年度～令和9年度
　　　　限度額　 　545,949千円

　　その他参考：建設工事の現契約額（変更1回目分含む）14,023,367千円

【債務負担行為】
　衛生処理場の運転管理、し尿・浄化槽汚泥処理等業務を民間事業者への全面委託に移行するた
め、事業者選定を行います。

　　債務負担行為
　　　期　間　　令和7年度～令和8年度
　　　限度額　　18,480千円

清掃センター整備事業（地中障害物対応分・インフレスライド分）
債務負担行為額 545,949

環境政策課

事業内容 財源内訳

事業内容 財源内訳

保育園給食調理業務委託料
債務負担行為額 410,752

保育課

事業内容 財源内訳
【債務負担行為】
　現在民間委託を実施している保育園の給食調理業務について、契約期間が令和8年6月で満了す
るため、新たに契約を行います。

　　事業計画
　　　令和8年度～令和11年度　保育園10園の給食調理業務委託（廃園予定の園は開園期間のみ）

　　債務負担行為
　　　期　間　　 令和7年度～令和11年度
　　　限度額　　 410,752千円

衛生処理場運転管理等業務委託料
債務負担行為額 18,480

衛生処理場

-10--10--10-



25 国民健康保険（事業勘定の部）特別会計
03 総務費 (千円)

国民健康保険システム改修事業費

国保年金課
1,622

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　令和8年度から施行される子ども・子育て支援金制度に対応するため、国民健康保険システ
ムを改修します。

　　制度対応改修業務［令和8年度改正分］　1,622千円

　

国庫支出金 1,622
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65 後期高齢者医療特別会計
03 総務費 (千円)

電算システム改造費

国保年金課
3,652

事業

所属
予算額

財源内訳事業内容

一般財源 - 

補正

　令和8年度から施行される子ども・子育て支援金制度に対応するため、後期高齢者システム
を改修します。

　　制度対応改修業務［令和8年度改正分］　3,652千円

国庫支出金 3,652

-12--12--12-



病院事業会計
(千円)

事業

所属

一般財源 22

企業債 13,800

北診療棟空調設備更新工事費
補正予算額 13,822

市立敦賀病院

事業内容 財源内訳
　北診療棟5階病棟の空調設備について、老朽化により不具合が生じていることから、ファンコイ
ルユニットの取替えを行います。

　　対象設備
　　　北診療棟5階ファンコイルユニット更新工事　　　13,822千円
　
　　企業債　病院事業債　 　　　　　　　　　　　　 充当率　1/1

-13-



 

令和７年度９月補正予算概要 

 

 

今回の補正予算概要 

 

  一 般 会 計                 ４８１,２１０千円 

  特 別 会 計                  ５,２７４千円 

  企 業 会 計                                １３,８２２千円 

                                   

  合     計                 ５００,３０６千円 

 

 

 

 

補 正 後 の 予 算 額                       （対前年度同期伸率） 

 

  一 般 会 計  ４１,８９１,４２７千円 （  △０.１％ ） 

  特 別 会 計  １３,０４３,４２２千円 （  △４.０％ ） 

  企 業 会 計  １７,６９５,６４１千円 （   ３.０％ ） 

                                   

  合     計  ７２,６３０,４９０千円 （  △０.１％  ） 
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